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【12/9済】（議会運営）

㉙町民との情報共有と町民参加
㉚町長等と議会及び議員との関係
㉛自由討議

第4章住民投票

⑰住民投票
⑱住民投票の請求等

今回の勉強箇所
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前章では…

・行政（執行機関）の責務（役割）を検討した。
・町長の責務（役割）を検討した。
・職員の責務（役割）を検討した。

自治基本条例の概要（行政運営）

本章では行政運営における具体的事項を規定する
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行政運営の原則
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具体的事項を検討する際のポイント

①行政運営において「情報共有」が具体化されているか

②行政運営において「町民参加」が具体化されているか

③政策間の連携がとれているか

④努力義務となっていないか

行政運営の章の基本構成を理解する
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行政運営の章を構成する具体的規定例

総合計画 行政評価 財政運営 意見聴取 予算編成

予算執行 決算 財産管理
財政状況
の公表

行政改革

行政手続 政策法務 危機管理 公益通報 外部監査

苦情処理 職員政策
出資法人
等

組織体制 附属機関
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具体的規定例の概要

◆総合計画
・自治（まちづくり）における最上位計画
・自治（まちづくり）を総合的・計画的に行うための基本計画
・「総合計画によるまちづくり」「計画策定過程への参加」「協働」を条例に規定
するもの
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具体的規定例の概要

◆行政評価
・政策について、あらかじめ設定した基準や指標に照らして、成果や達成度、
町民の満足度等を判定する。
・効率性や費用対効果の発想を行政運営に取り入れるもの。

～住み良いまち美瑛をみんなでつくる条例～
（まちづくりの評価）
第１６条町の機関は、行政活動を進めるに当たり適正な評価（以下「まちづくりの評価」という。）を行うとともに、その結果が町政に反映するよう努
めます。
（評価の公表）
第１７条町の機関は、まちづくりの評価結果を町民に公表します。 ２前項の評価結果の公表は、政策、事業等の目標や成果を町民にわかりやす
く示すとともに適切な時期に行います。
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具体的規定例の概要

◆意見聴取
・重要な政策や計画を策定するに当たって、事前に町民の意見を聴く。
・町民参加の推進や政策形成における公平性と透明性の向上に資する。

～住み良いまち美瑛をみんなでつくる条例～
（町民意見等の把握）
第１０条町の機関は、まちづくりに関して町民の意見、提案等（以下「町民意見等」という。）を把握するため、必要に応じ次に掲げる取り組みを行います。
（１）町民コメント制度
（２）まちづくり町民集会
（３）その他必要な町民意見等の把握
２町の機関は、町民が意見等を出しやすい体制づくりに努めます。
（町民コメント制度）
第１１条町の機関は、町の基本的な計画等の立案において、特に町民の意見を必要とする場合は、町民コメント制度（以下「町民コメント」という。）を実施し、町民
の意見を聴き、その適切な反映に努めます。
２町民コメントの対象事項は、次に掲げるものとします。ただし、規則で定めるものを除きます。
（１）総合計画及び町のそれぞれの分野における重要な計画等の立案
（２）その他町民生活に関わる重要な事項で、町の機関が町民の意見を求める必要があると認めるもの
３町の機関は、町民コメントを実施する場合は、規則の定めるところにより、必要な事項を町民に公表します。
（まちづくり町民集会）
第１２条町の機関は、町民の幅広い意見を把握するため、特に必要と認める場合は、規則の定めるところにより、まちづくり町民集会を開催します。

～施行規則～

第５条条例第１０条第１項第３号に規定する町民意見等の把握とは次に掲げる取り組みをいう。
（１）地区まちづくり懇談会
（２）町長への手紙
（３）町政モニター制度
（４）その他町民意見等の把握のために行う施策
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具体的規定例の概要

◆附属機関
・附属機関は政策決定に大きな役割を果たしている。
・附属機関への参加は町民参加の重要な手段である。
・すでに実施済みではあるが、自治基本条例で保障して一般化するもの。

～住み良いまち美瑛をみんなでつくる条例～
第６章まちづくり委員会
（美瑛町まちづくり委員会の設置）
第２０条町長は、まちづくりへの町民参加を推進するため、美瑛町まちづくり委員会（以下「委員会」という。）を設置します。
（審議事項）
第２１条委員会は、次の事項について調査審議するものとします。
（１）町の総合計画に関すること。
（２）町の基本構想の策定及び主要施策の企画立案に関すること。
（３）町民意見及び提案の反映に関すること。
（４）町民公益活動の推進に関すること。
（５）その他必要な事項
２委員会は、調査審議するに当たって必要がある場合には、町民及びその他の者から意見を聴くことができます。
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具体的規定例の概要

◆行政手続
・行政運営の公正と透明化を図り、町民の権利利益を保護に資するための行
政手続きに関する規定
・美瑛町では行政手続条例がすでに規定されているが、これを自治基本条例
で保障し一般化するもの。

◆財政運営
・町民の税金等によって支えられている自治体財政における予算の編成や執
行について。
・財政の状況等が町民にわかりやすく公表され、適正かつ効率的に執行され
ていること（美瑛町財政運営計画）。
・こうした財政運営の基本事項を規定するもの。
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具体的規定例の概要

◆苦情処理
・町民からの意見、要望、苦情等に対して的確な対応を図り、サービスの改善
にいかす。
・町民からの意見、要望、苦情等に対する応答義務等を規定するもの。

◆組織体制
・まちづくりの企画・実施に当たり重要な役割を担っている役場の組織や機構
のあり方を自治基本条例で明確にするもの。
・政策課題に的確に対応できるよう組織の見直しを行い、必要に応じて組織再
編を実施する。

◆政策法務
・政策法務の考え方を町政運営の柱とするもの。
・法を意識して政策を企画・実施するとともに、条例等の法務手段を使って政
策課題を考え、解決しようとするもの。



13

具体的規定例の概要

◆公益通報
・行政運営において違法または適正な行政執行を妨げる行為があり、町民全
体の公益に反するおそれのある場合に、職員の公益通報に関する仕組みを
定めるもの。

◆財政状況の公表
・わかりやすい公表、わかりやすい情報提供を行う。

◆予算編成
・財政事情や予算編成過程がわかるようにする。
・町民の意向を踏まえた編成とする。
・町民参加の機会を設ける。

◆予算執行
・事務の予定や進行状況が明らかになるように執行計画を策定する。
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具体的規定例の概要

◆行政改革
・行政サービス全般の改革を推進する。
・美瑛町では第７次行政改革大綱（Ｒ３～７）にて事務の効率化やデジタル技
術の導入などを示している。

◆危機管理
・町民の生命、身体、財産及び暮らしの安全を確保する。
・災害等の緊急時における危機管理体制の整備などを規定する。
・美瑛町では「美瑛町地域防災計画」にて、災害において実施すべき事項を定
めている。

◆財産管理
・町有財産の適正な管理に努めることを規定する。
・美瑛町では、「美瑛町公共施設等総合管理計画（R3～32）」にて各種公共施
設及びインフラ等に関する維持管理を総合的かつ計画的に進めることが明記
されている。
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具体的規定例の概要

◆出資法人等
・財政援助出資団体への適切な指導及び監督を行う。
・町が出資等を行い、町政と極めて密接な関連を有している団体及び町が継
続的に財政支出を行っている団体のうち特に指導監督等を要するもの。
・美瑛町では「土地開発公社」「物産公社」「農業振興機構」「活性化協会」が対
象となる。

◆外部監査
・適正で、効果的かつ効率的な行政運営を確保するに監査を実施する。
・監査委員による監査のほか、必要に応じて、外部監査を実施する。
・美瑛町では「美瑛町監査委員条例」に基づき、決算等の審査や出納検査、財
政援助団体の監査を行っている。

◆決算
・決算にかかる主要な事務事業の成果を説明する書類を作成する。
・政策評価に役立つものとなるよう公表する。
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先例条例条文比較（「行政運営」箇所抜粋）

区分 美幌町

施行日 平成23年4月

条文

第9章 行政運営
(総合計画)
第36条 行政は、美幌町の目指す将来の姿を明らかにし、総合的かつ計画的な行政運営を行うため、総合計画を策定します。
2 行政は、基本構想の策定に当たっては、議会の議決を経るものとします。
3 行政は、総合計画を最上位の計画と位置付け、行政が行う政策は法令の規定によるもの及び緊急を要するものを除き、総合計画に基づいて実施します。
4 行政は、総合計画の実施計画を毎年度見直すとともに、事務及び事業の進行を管理し、その状況を公表します。
5 行政は、各施策の基本となる計画の策定及び実施に当たって、総合計画との整合性を図りながら進めます。
6 行政は、総合計画の基本構想及び基本計画並びに各施策の基本となる計画の策定及び見直しに当たって、検討内容を公表します。
(財政運営)
第37条 行政は、総合計画及び行政評価を踏まえ、中長期的な財政見通しのもとに財政計画を策定し、それに基づく予算の編成及び執行を行い、健全な財政運営
を行うものとします。
2 行政は、予算、決算、財政状況等について分かりやすい資料を作成のうえ、公表します。
(行政評価)
第38条 行政は、効果的かつ効率的な行政運営を行うため、行政が行う事務及び事業について適切な評価基準に基づく行政評価を実施し、その結果を予算、事務
及び事業へ反映させるものとします。
2 行政は、行政評価に関する情報を公表します。
(行政改革)
第39条 行政は、効果的かつ効率的な行政運営を行うため、行政改革大綱を策定し、行政改革を推進するものとします。
2 行政は、行政改革大綱に基づき実施計画を策定し、その進行を管理するとともに、進捗状況を公表します。
3 行政は、行政改革大綱及び実施計画を策定するに当たっては、検討内容を公表します。
(行政手続)
第40条 行政は、町民の権利利益の保護に資するため、処分、行政指導及び届出に関する手続に関し、行政運営における公正の確保及び透明性の向上を図りま
す。
2 行政手続に関して必要な事項は、別に条例で定めます。
(政策法務)
第41条 行政は、自主的かつ自立的な行政運営を行い、地域の課題を解決する政策の実現のため、条例、規則等の制定、改正又は廃止を行うとともに、法令等を
自主的かつ適正に解釈し運用するものとします。
(危機管理)
第42条 行政は、町民の生命、身体、財産及び暮らしの安全を確保するとともに、災害等の緊急時において総合的かつ機能的な活動が図れるよう危機管理体制を
整備するものとします。
2 行政は、災害等の緊急時において町民及び関係機関等と連携し、速やかに状況を把握するとともに、対策を講じなければなりません。
3 町民は、災害等の緊急時において互いに助け合い行動できるよう、日頃から防災訓練に参加するなど、防災等に対する意識を高め、行政と一丸となった協力体
制の整備に努めるものとします。
(公益通報)
第43条 職員は、行政運営に違法若しくは不当の事実がある場合又は当該事実の発生のおそれがある場合には、これを放置せず、かつ、隠すことなく事態を是正
するとともに、行政運営を常に適法かつ公正に行わなければなりません。
2 行政は、公益通報を行った職員に対し、その公益通報をしたことを理由に不当に不利益を受けないよう保障しなければなりません。
3 公益通報に関して必要な事項は、別に定めます。
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区分 八雲町

施行日 平成22年4月

条文

第9章 行財政運営の原則
(総合計画)
第39条 行政は、中長期的な八雲町のめざす姿を明らかにし、総合的かつ計画的に行政運営を行うため、基本構想及びこれを具体化する計画(以下「総合計画」と
いう。)を策定します。また、総合計画を毎年度見直すとともに、その状況を公表するものとします。
2 基本構想の策定にあたっては、議会の議決を経るものとします。
3 各分野の政策を実現するために策定する計画は、総合計画との整合を図るものとします。
4 行政は、総合計画及び分野別の主要な計画の策定又は見直しを行うにあたっては、町民の参加を図り、検討内容を町民にわかりやすく提供するものとします。
(財政運営)
第40条 行政は、総合計画に基づいて予算を編成し、中長期的な財政見通しに留意しながら計画的かつ健全な財政運営を図るものとします。
2 行政は、予算及び決算その他町の財政状況について、わかりやすく適切な方法により、公表するものとします。
3 前項に関して必要な事項は、財政事情の作成及び公表に関する条例(平成17年八雲町条例第166号)で定めます。
4 行政は、その保有する財産を適正に管理するとともに、安全かつ効果的な方法で運用するものとします。
(行政評価)
第41条 行政は、効果的かつ効率的な行政運営を行うため、行政が行う事務及び事業について適切な評価基準に基づく行政評価を実施し、その結果を予算、事務
及び事業へ反映させるものとします。
2 行政評価の実施にあたっては、町民参加による外部評価を行うとともに、行政評価に関する情報をわかりやすく公表するものとします。
(行政手続)
第42条 行政は、町民の権利利益の保護を図るため、処分、行政指導及び届出に関する手続を明らかにし、公正の確保と透明性の向上を図ります。
2 前項に関して必要な事項は、八雲町行政手続条例(平成17年八雲町条例第12号)で定めます。
(政策法務)
第43条 行政は、八雲町の振興及び特定の課題を解決するために必要な政策を実現するため、必要に応じてその政策の実現に向けた条例等の制定、改正又は廃
止を行うとともに、法令等を自主的かつ適正に解釈し、運用するものとします。
(危機管理)
第44条 行政は、災害等の緊急時に対処するための計画を策定し、その計画に基づき危機管理体制を整備し、町民の生命及び財産等を守るために必要な措置を
講ずるものとします。
2 町民は、緊急時において相互に助け合い、行動できるよう日頃から防災等に対する意識の高揚を図り、地域が一丸となった協力体制の整備に努めるものとしま
す。
3 町民と行政は、あらゆる危機へ対応するため、常に連携するものとします。

先例条例条文比較（「行政運営」箇所抜粋）
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先例条例条文比較（「行政運営」箇所抜粋）

区分 東京都武蔵野市

施行日 令和2年8月

条文

第６章行政の政策活動の原則
（長期計画の策定等）
第23条 市長は、武蔵野市の目指すべき将来像を明らかにするとともに、政策資源の有効活用を図り、もって総合的かつ計画的に市政を運営するため、武蔵野
市長期計画（以下「長期計画」という。）を策定するものとする。
２ 市長は、長期計画の策定又は見直しにあたっては、市民、議員及び職員の多様な参加の機会を確保しなければならない。
３ 前２項に定めるもののほか、長期計画について必要な事項は、別に条例で定める。
（健全な市政運営等）
第24条 市は、市民の福祉の向上のため、市政の運営にあたっては、自らの責任において主体的に判断するとともに、行使できる権限を積極的に活用していくも
のとする。
２ 市は、限られた財源を有効に活用し、効率的で、かつ、実効性の高い市政を運営するため、その財政の健全な運営に努めなければならない。
（行政手続）
第25条 市長等は、市政運営における公正の確保及び透明性の向上を図り、もって市民の権利及び利益を保護するため、処分、行政指導等を行う場合には、適
正な行政手続を経なければならない。
２ 前項に定めるもののほか、行政手続について必要な事項は、別に条例で定める。
（文書管理）
第26条 市は、市の諸活動を現在及び将来の市民に説明できるようにするため、文書（図画、写真、フィルム及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人
の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録をいう。）を含む。次項において同じ。）を作成し、これを適正に管理しなければならない。
２ 前項に定めるもののほか、文書の管理について必要な事項は、別に条例又は規則で定める。
（政策法務の推進）
第27条 市は、法に基づいて行政を行うとともに、法を政策実現のための手段としてとらえ、主体的に法令を解釈し、若しくは運用し、又は武蔵野市の特性に応じ
た条例を制定することにより、公共的課題の有効かつ適切な解決を図るものとする。
（行政評価）
第28条 市長等は、持続可能な市政運営の実現に向けて、限られた政策資源を最大限に活用するため、政策等について、必要性、効率性又は有効性の観点か
ら、適時に、かつ、合理的な手法により評価を行うとともに、その結果を政策等に適切に反映させるよう努めなければならない。
（財政援助出資団体）
第29条 市長等は、財政援助出資団体（武蔵野市が出資等を行い、その業務が市政と極めて密接な関連を有している団体及び武蔵野市が継続的に財政支出を

行っている団体のうち特に指導監督等を要するものをいう。）の設立の趣旨を最大限に生かしていくため、当該財政援助出資団体への適切な指導及び監督を行
うものとする。
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先例条例条文比較（「行政運営」箇所抜粋）

区分 占冠村

施行日 令和28年6月

条文

第８章 村政運営の原則
（村政の運営）
第24条 村は、情報共有に努めながら、村民参加及び協働のむらづくりを基本とした、効率的・効果的で、公平・公正かつ透明性の高い村政運営を行います。
２ 村は、事業の実施に当たり、最少の経費で最大の効果を上げるように村政運営を行います。
（説明責任）
第25条 村は、政策の計画、実施の過程において、その内容や効果等を村民等に分かりやすく説明する責任があります。
２ 村は、村民からの意見、要望、提案等に対しては、速やかに事実関係を調査し、誠実に応答します。
（総合計画）
第26条 村は、総合的かつ計画的な村政運営を行うため、総合計画を策定します。
２ 村は、総合計画を最上位の計画と位置付け、村が行う政策は、法令の規定によるものや緊急を要するものを除き、総合計画に基づいて実施します。
３ 村は、社会の変化に柔軟に対応するため、実施計画を毎年度見直すとともに、事業の進行を管理し、その状況を公表します。
（法務体制）
第27条 村は、地域の特性を生かした政策を実行するため、自らの判断と責任において必要な条例等の制定に努めます。
２ 村は、前項の目的のため、職員の法務に関する能力の向上に努めるとともに、職員の自主的な研修等を保障します。
（財政運営）
第28条 村は、総合計画を踏まえた占冠村一般会計財政推計を策定するとともに、計画的で健全な財政運営に努めます。
２ 村は、所管する公有財産について把握し、適正に管理するとともに、効果的な活用に努めます。
３ 村は、毎年度の予算及び決算その他村の財政状況に関する情報を村民に分かりやすく公表します。
（行政手続）
第29条 村は、村民の権利利益の保護を図るため、別に条例で定めます。
（関与団体等）
第30条 村は、村が出資し、もしくは運営のための補助金を支出し、又は職員を派遣している法人その他の団体（以下「関与団体等」といいます。）に関する出資、
補助及び職員派遣の状況を公表します。
２ 村は、関与団体等及び指定管理者が行う村に関連する業務について、業務の目的が達成されているか検証するとともに、必要な指導及び助言を行います。
（意見公募）
第31条 村長は、住民生活に大きな影響を与える条例及び計画等の制定等にあたっては、村民の意見を反映させるため、事前にその案を公表し、広く村民の意
見を求める責任があります。
２ 村長は、村民から提出された意見を十分に考慮して意思決定を行うとともに、提出された意見とそれに対する村長の考え方を公表します。
（監査制度）
第32条 村は、法令に基づく監査を実施するとともに、効率的・効果的な財政運営を行うため、監査機能の充実に努めます。



20

先例条例条文比較（「行政運営」箇所抜粋）

区分 安平町

施行日 令和26年12月

条文

第５章 政策活動の推進
（総合計画の策定）
第23条 町は、まちづくりを総合的かつ計画的に推進するための基本構想及び基本計画（以下、これらを「総合計画」という。）を、この条例の理念に基づき策定し
ます。
（計画の体系化）
第24条 町は、基本となる各種計画の策定においては、前条に規定する総合計画との整合性を図ります。
２ 町が行う政策、施策や事業は、法令の規定によるものや緊急を要するものを除き、総合計画に根拠を置くものとします。
（財政運営等）
第25条 町は、効率的で効果的な財政運営を図るため、総合計画に基づく財政計画を策定します。
２ 町は、保有する財産の適正な管理に努めるとともに、財政運営の状況を分かりやす公表します。
３ 町は、必要に応じ専門性と独立性を有する外部監査人による財務事情及び特定の事業等に関する監査を実施するものとします。
（行財政改革）
第26条 町は、安定した行財政運営のため、その基本的な考え方と具体的な改革事項に関する計画を策定し、常に行財政改革を進めます。
（行政評価）
第27条 町は、重要な施策等について行政評価を実施し、その結果を町民に分かりやすく公表するとともに、施策等への反映に努めるものとします。
２ 町は、行政評価を実施するにあたっては、町民意見を反映し、客観的な手法を用いるように努めるものとします。
３ 前２項に定めるもののほか、行政評価に関して必要な事項は、別に定めます。
第６章 行政組織と職員
（行政組織の編成）
第28条 町は、社会情勢の変化に迅速に対応するため、機能的で横断的な連携を図ることのできる組織体制を確立し、円滑な行政運営に努めます。
２ 町は、行政組織の新設、統廃合を行う際には、職員数の推移を考慮し、長期的な視点に立った機構改革に努めます。
（危機管理体制）
第29条 町は、災害等の緊急事態から町民の生命、身体及び財産を守るため、総合的かつ機能的な危機管理体制を整備します。
２ 町は、町民及び関係機関との協力及び連携を図り、防災訓練を行うなど災害等に備えます。
３ 町民は、災害等の発生時は、自らを守る努力をするとともに、自らの果たす役割を認識し、地域で支え合う仕組みに参加協力します。
（職員政策）
第30条 町は、多様化する町民の行政需要に対応できる知識や能力を持った職員の人材育成に努めます。
２ 町は、政策形成能力、説明能力等を高めるため自己研鑚を図る職員に対し、多様な研究機会の保障に努めます。
３ 町は、職員を町の貴重な人的資源として捉え、職員の計画的な採用及び将来を見据えた適正な人事配置に努めます。
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先例条例条文比較（「行政運営」箇所抜粋）

区分 小樽市

施行日 令和26年4月

条文

第８章行政運営
（総合的な計画）
第２０条市は、将来的な展望に立って、市の施策の基本的な方向を総合的に示す計画（以下単に「総合的な計画」といいます。）を策定します。
２市は、総合的な計画の策定に際し、市民へ積極的に情報提供を行うとともに、市民の意見を反映するよう努めます。
３市は、市政に関する計画及び施策を定める場合は、総合的な計画との整合性を図ります。
４市は、総合的な計画の実施状況について、進行管理を行い、市民へ情報提供を行うとともに、社会状況に大きな変化があった場合は、必要に応じて総合的な
計画の見直しについて検討します。
（財政運営）
第２１条市は、健全な財政運営を図るため、総合的な計画を踏まえながら中長期的な展望に立った予算編成に努めます。
２市は、所管する公有財産について把握し、適正に管理するとともに、効果的な活用に努めます。
３市は、財政の状況、予算及び決算の内容並びに公有財産の状況について、市民に分かりやすく情報を公表します。
（行政評価）
第２２条市は、効果的かつ効率的な行政運営のため、行政評価に関する制度を整備し、実施するよう努めます。
２市は、行政評価の結果を市民に分かりやすく公表するとともに、その結果及び市民の意見を踏まえ必要な施策の見直しに努めます。
（組織運営）
第２３条市は、市民ニーズや社会の変化に柔軟に対応するため、市民に分かりやすく、効率的かつ機能的な組織の編成に努めます。
２市は、効果的かつ効率的な行政運営のため、組織内の横断的な連携を積極的に進めます。
（委員の公募）
第２４条市は、審議会等を設置する場合は、公募による委員を加えるよう努めます。
（説明責任）
第２５条市は、実施する施策について、市民へ十分に情報を提供し、分かりやすく説明します。
２市は、市民からの意見、提案、要望、苦情等について、十分に調査及び検討を行い、誠実に対応します。
（法務）
第２６条市は、必要に応じて、条例、規則等の制定又は改廃を適切に行うとともに、法令等の適正な解釈及び運用を行います。
（関与団体）
第２７条市は、出資、補助、職員の派遣等の支援を行う団体及び指定管理者に対して、これらの者が行う市と関連する業務の目的が達成されるよう、必要な意見
を述べ、及び助言することができるものとします。
（行政手続）
第２８条市は、市民の権利利益の保護に資するため、処分、行政指導及び届出に関する手続について、共通する事項を別に条例で定めます。
（外部監査）
第２９条市は、適正で、効果的かつ効率的な行政運営を確保するため、監査委員による監査のほか、必要に応じて、外部監査を実施するものとします。
（公益通報制度）
第３０条市は、別に条例で定めるところにより、職員からの公益通報及び市民からの公益目的通報による市政に関する違法行為又は違法のおそれのある行為
等に対し厳正に対処すべき体制を整えるとともに、当該通報者が不利益を受けないよう必要な措置を講ずるものとします。
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先例条例条文比較（「行政運営」箇所抜粋）

区分 鹿追町

施行日 平成22年4月

条文

第8章 計画策定等の手続き
(計画策定における原則)
第31条 町長等は、町の将来のあるべき姿を明らかにする基本構想及びこれを実現するための計画(以下「総合計画」という。)を、広く町民の参加の下に、この条
例の目的及び理念に基づき策定します。
2 総合計画を具体的に実施するにあたり、実施計画を策定します。
3 実施計画は、財政状況や行政評価を踏まえて策定します。
4 実施計画において実施する政策は、町民に分かりやすく公表します。
5 総合計画以外に特定の政策分野における基本的な方向性を明らかにする個別計画等を策定する場合は、総合計画との整合性を図ります。
(計画策定過程への参加)
第32条 町長等は、各種計画の策定、実施、評価等の各過程において、町民の参加を求め、総合計画などの重要な計画の策定に着手しようとするときには、あら
かじめ次に掲げる事項を公表し、意見を求めます。
(1) 計画の概要
(2) 計画策定の日程
(3) 予定する町民参加の手法
(4) その他必要とされる事項
第9章 財政
(総則)
第33条 町長等は、総合計画を踏まえて予算編成及び執行を行い、最小の経費で最大の効果が発揮できるよう財政運営は常に健全財政となることを目指します。
(予算編成)
第34条 町長等は、予算編成にあたつて、財政状況を理解した上で、町民の意向を踏まえて予算編成をするとともに、予算に関する内容説明の充実を図り情報の
提供を行います。
2 前項の規定による情報提供は、予算の編成過程や財政計画が明らかになるようわかりやすい方法によるものとします。
(予算執行)
第35条 町長等は、予算化した事務事業の予定及び進行状況等が明らかになるよう公表します。
(決算)
第36条 町長等は、決算にかかる主要な事務事業の成果を説明する書類、その他決算に関する書類を作成し、これらの書類が政策評価に役立つものとなるよう
公表します。
(財産管理)
第37条 町長等は、財産の適正な管理及び効率的な運用を図るため、その保有状況を明らかにし、資産の適正な活用を図ります。
(財政状況の公表)
第38条 町長等は、予算の執行状況、財産、地方債、一時借入金の現在高、その他財産に関する状況を公表します。
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先例条例条文比較（「行政運営」箇所抜粋）

区分 大空町

施行日 令和24年6月

条文

第9章 行政運営
(総合計画)
第36条 行政は、行政運営の指針となる基本構想及び基本計画とこれを実現する実施

計画により構成される総合計画を策定し、総合的、計画的に行政運営を行わなければ
なりません。
2 行政は、町民の参加により総合計画の基本構想及び基本計画を策定するため審議
会を設置します。
3 行政は、前項の審議会について、必要な事項は別に条例で定めます。
4 行政は、総合計画を大空町の最上位の計画と位置付け、法令に基づくものを除き、
総合計画に基づき実施しなければなりません。
5 行政は、総合計画の実施計画を毎年度見直すとともに、事業の進行を管理し、その
状況を公表します。また総合計画の基本構想及び基本計画の作成や見直しにあたって
は、広く町民の参加の機会を設けなければなりません。
6 行政は、特定の政策における個別計画の策定及び実施にあたっては、総合計画との
整合性を図らなければなりません。
7 行政は、総合計画の基本構想及び基本計画の策定にあたっては、議会の議決を経
なければなりません。
(財政運営)
第37条 行政は、大空町のすべての会計の実態を把握し、財政運営についての計画を
定め、健全な財政運営を行わなければなりません。
2 行政は、予算編成にあたっては、総合計画の内容との整合を確保するとともに、行政
改革や行政評価の結果を反映させます。
3 行政は、予算及び決算の内容並びに大空町の財政運営の状況を、資料を付して町
民が理解できるようにわかりやすく公表します。
(行政改革・行政評価)
第38条 行政は、行政運営のあり方を見直し、適正化や効率化を図るため行政改革に
関する計画を策定・推進し、その進行管理をするとともに、進捗状況を公表します。
2 行政は、行政運営を点検し改善を図るための評価の仕組みを確立し、効果的で効率
的な行政運営を推進しなければなりません。
3 行政は、町民参加による外部評価を行う機会を設け、行政評価に関する情報を公表
します。
(法務原則)
第39条 行政は、条例、規則及び要綱を整備し、法令との関係を明らかにするとともに、
この条例に基づく条例等体系を構築します。
2 行政は、条例、規則及び要綱を整備するときは、この条例を遵守し、その内容をわか
りやすく公表します。

3 行政は、政策目的の実現のために、次に掲げる法務の充実を図ります。
(1) 自主自立のための条例を積極的に制定すること。
(2) 要綱などを必要に応じて整備し、公表すること。
(3) 法令を行政の責任において解釈し、積極的に運用すること。
(4) 提訴、応訴に的確に対応すること。
(5) 法令の制定、改正、廃止を提言すること。
(6) 法令や条例などの情報を提供し、町民の活動に生かすよう側面から支援すること。
4 行政は、町の条例、規則、要綱等を体系的にまとめ、公表します。
(行政の組織)
第40条 行政は、次の各号に掲げる原則に基づき、その組織を構成します。
(1) 町民にわかりやすいこと。
(2) 簡素で効率的かつ機能的であること。
(3) 実情に即した政策を効率的に展開できること。
(4) 社会経済情勢、行政需要、政策課題等の変化に柔軟かつ弾力的に対応できること。
(5) 町民の声に速やかに対応できること。
(意見、要望、苦情等への対応)
第41条 行政は、行政運営に対して町民から意見、要望、苦情等があったときは、その内

容及び原因を含めて迅速に把握し、意見等の提出者に対して事情説明、改善など誠実な
対応を講じます。
(行政手続)
第42条 行政は、町民の権利及び利益の保護を図るため、処分、行政指導及び届出に
関する手続きに関しては、大空町行政手続条例(平成18年大空町条例第12号)の規定に
より公平性と透明性の確保を図ります。
(法令遵守)
第43条 行政は、行政運営の公平性及び透明性を確保するため、法令を誠実に遵守し、
違法行為には直ちに必要な措置を講じます。
(危機管理)
第44条 行政は、災害等の緊急時における危機管理体制を整備し、町民の生命や財産
等を守るとともに生活の安全と安定向上に必要な措置を講じなければなりません。
2 行政は、町民、事業者、関係機関等との協力及び連携を図り、災害等に備えなければ
なりません。
3 行政は、災害等に備え、町民に対し相互に助け合い行動できるよう防災等に対する意
識の高揚を図り、地域における連携協力体制の整備をしなければなりません。
(地域振興)
第45条 行政は、大空町の森林、水源、環境の保全、生活及び生産基盤の整備並びに
文化の振興を図り、地域の活力を育みます。



24

先例条例条文比較（「行政運営」箇所抜粋）

区分 函館市

施行日 令和23年4月

条文

第８章 行政運営
（総合計画）
第17条 市長等は，将来を見据えた，総合的で計画的な行政運営を図るため，総合計画（議会の議決を経て定める基本構想ならびにその実現を図るための基本的な計画
および実施に関する計画をいいます。以下この条および第19条第３項において同じ。）を策定しなければなりません。
２ 市長等は，総合計画の策定に当たっては，市民の参加の機会の充実に努めます。
３ 市長等は，総合計画を着実に推進するため，進行管理を適切に行うとともに，その結果を市民に公表します。
（組織および運営）
第18条 市長等の組織は，市民が利用しやすく，簡素で効率的に，かつ，機能的になるよう編成されなければなりません。
２ 市長等は，定員の適正化を図るなど，常に組織およびその運営の合理化に努めなければなりません。

３ 市長等は，社会経済情勢の変化に迅速かつ柔軟に対応することができるよう，組織内の横断的な連携および調整を図るとともに，職員の意識の向上に努めなければ
なりません。
（財政運営）
第19条 市長等は，中長期的な展望に立ち，健全な財政運営に努めなければなりません。
２ 市長は，予算および決算の内容ならびに財政状況を分かりやすく市民に公表し，財政運営の透明性の確保に努めなければなりません。
３ 市長は，総合計画や行政評価等の結果を踏まえ，効率的で効果的な予算を編成するよう努めなければなりません。
（財産管理）
第20条 市長その他の財産の管理の権限を有する者は，その所管する財産の適正な管理に努めなければなりません。
（行政手続）
第21条 市は，市民の権利利益を保護するため，行政手続に関して共通する事項を定めて，行政運営における公正の確保と透明性の向上を図らなければなりません。
（個人情報の保護）
第22条 市は，市民の基本的人権を擁護するため，保有する個人情報を適切に管理し，保護しなければなりません。
２ 市民は，自己の個人情報について，その開示，訂正等を求めることができます。
（行政評価）
第23条 市長等は，効率的で効果的な行政運営を行うとともに，その透明性を高め，説明責任を果たすため，適切な行政評価を実施しなければなりません。
２ 市長等は，行政評価の実施に当たっては，市民，有識者等による外部評価の仕組みを整備するよう努めます。
３ 市長等は，行政評価の結果を公表するとともに，行政運営に速やかに反映させ，その改善に努めなければなりません。
（監査制度）
第24条 本市は，法令に基づく監査を実施するとともに，適正かつ効率的で効果的な行財政の運営を確保するため，監査機能の一層の充実を図ります。
（出資団体）
第25条 市長等は，本市が出資している団体について，出資の必要性，経営状況等を必要に応じて検証し，これを市民に公表しなければなりません。
（附属機関等）
第26条 市長等は，市民の市政への参加の機会を広げるため，附属機関等の設置の目的等に応じ，附属機関等の委員に公募の委員を加えるようにするとともに，委員の
男女の比率，年齢構成および選出区分が著しく不均衡にならないよう努めなければなりません。
（意見公募制度）
第27条 市長等は，市民生活に大きな影響を与える条例および計画等の制定等に当たっては，市民の意見を反映させるため，事前にその案を公表し，広く市民の意見を
求めるものとします。
２ 市長等は，市民から提出された意見を十分に考慮して意思決定を行うとともに，提出された意見とそれに対する市長等の考え方を公表します。
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先例条例条文比較（「行政運営」箇所抜粋）

区分 黒松内町 余市町

施行日 平成22年5月 平成30年4月

条文

第6章 町政運営
(総合計画)
第28条 町長は、まちの目指す将来の姿を明らかにし、政策を達成するため地域資源を有効に活用して、これを

総合的かつ計画的に実現するため、議会の議決を経て、基本構想を定め、これを具現化するための基本計画及
び実施計画を策定します。
2 町は、総合計画を最上位の計画と位置付け、町の執行機関が行う政策、施策や事業は、法令の規定によるも
のや緊急を要するもののほかは、総合計画に根拠を置くものとします。
3 各分野における個別計画等は、総合計画との調整を図って策定するとともに、策定後においても総合計画と
の調整を図りながら適切な進行管理に努めます。
(財政運営)
第29条 町の執行機関は、総合計画や各種個別に策定した計画を踏まえ、中長期的な財政見通しのもと、財政
計画を策定し、それに基づく予算の編成と執行を行うことにより、健全な財政運営に努めます。
2 町の執行機関は、財政状況を明らかにするため、町民に分かりやすい資料を作成して公表するよう努めます。
(行政改革)
第30条 町の執行機関は、行政運営のあり方を見直し、適正化や効率化を向上させるため、行政改革を進める
よう努めます。
(行政評価)
第31条 町の執行機関は、各年度における主要な施策の成果を明らかにするとともに、その結果を費用対効果
を含め適切な評価を行い、事後の施策に反映させるよう努めます。
(行政手続)
第32条 町の執行機関は、町民の権利利益の保護を図るため、処分、行政指導と届出に関する手続に関し、公
正の確保と透明性の向上を図るものとします。
2 前項の行政手続の届出等に関する事項については、別に条例で定めます。
第7章 環境と景観
(自然環境との共生)
第33条 町民と町は、かけがえのない豊かな自然環境を将来に向かって保全し、次の世代に引き継ぐため、自然
と人との共生を基本として、まちの自然環境を活用・再生するまちづくりを進めるよう努めます。
2 町民と町は、環境にやさしいエネルギーの活用に努めます。
3 前2項の環境の保全等に関する事項については、別に条例で定めます。
(景観の保全及び育成)
第34条 町民と町は、先人が守り育ててきた美しい景観を次の世代に引く継ぐため、「自然景観」、「農村景観」及

び「市街地景観」が一体となるよう、町の施設周辺ばかりでなく個人の家や周辺など、まちのすべてのものが景観
を構成する重要な要因であり、公共性を帯びることを認識し、形状や色彩等に注意を払い、周辺の景観を阻害す
ることのないよう、まち全体の財産として訪れる人へも潤いを与えられるよう、守り、育てるよう努めます。
2 前項の景観の保全等に関する事項については、別に条例で定めます。

第2節 行政運営
(総合計画)
第16条 町長は、総合的かつ計画的な

行政運営を図るための長期的な方針を
定めた基本構想及び基本計画(以下「総
合計画」といいます。)を策定します。
2 各分野の政策を実現するために策定
する計画は、総合計画との整合を図るも
のとします。
(財政運営)
第17条 町長は、総合計画を踏まえ、中

長期的な財政見通しに留意しながら予算
を編成し、計画的かつ健全な財政運営
に努めます。
2 町長は、財政の状況について、町民
にわかりやすく公表するものとします。
(危機管理)
第18条 町は、災害、不測の事態等の緊

急時に対処するため、機動的な危機管
理体制を確立し、町民の生命及び財産
を守るために必要な措置を講じます。
2 町民は、緊急時において自ら身を守り、
また、相互に助け合い、行動できるよう
日頃から防災等に対する意識の高揚を
図り、地域が一丸となった協力体制の整
備に努めます。
3 町民及び町は、あらゆる危機に対応
するため、常に連携します。
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先例条例条文比較（「行政運営」箇所抜粋）

区分 ニセコ町

施行日 平成13年4月

条文

第8章 計画の策定過程
(計画過程等への参加)
第36条 町は、町の仕事の計画、実施、評価等の各段階に町民が参加できるよう配
慮する。
2 町は、まちづくりに対する町民の参加において、前項の各段階に応じ、次に掲げる
事項の情報提供に努めるものとする。
(1) 仕事の提案や要望等、仕事の発生源の情報
(2) 代替案の内容
(3) 他の自治体等との比較情報
(4) 町民参加の状況
(5) 仕事の根拠となる計画、法令
(6) その他必要な情報
(計画の策定等における原則)
第37条 総合的かつ計画的に町の仕事を行うための基本構想及びこれを具体化する
ための計画(以下これらを「総合計画」と総称する。)は、この条例の目的及び趣旨に
のっとり、策定、実施されるとともに、新たな行政需要にも対応できるよう不断の検討
が加えられなければならない。
2 町は、次に掲げる計画を策定するときは、総合計画との整合性に配慮し、計画相互
間の体系化に努めなければならない。
(1) 法令又は条例に規定する計画
(2) 国又は他の自治体の仕事と関連する計画
3 町は、前2項の計画に次に掲げる事項を明示するとともに、その計画の実施に当
たっては、これらの事項に配慮した進行管理に努めなければならない。
(1) 計画の目標及びこれを達成するための町の仕事の内容
(2) 前号の仕事に要すると見込まれる費用及び期間
(計画策定の手続)
第38条 町は、総合計画で定める重要な計画の策定に着手しようとするときは、あら
かじめ次の事項を公表し、意見を求めるものとする。
(1) 計画の概要
(2) 計画策定の日程
(3) 予定する町民参加の手法
(4) その他必要とされる事項
2 町は、前項の計画を決定しようとするときは、あらかじめ計画案を公表し、意見を求
めるものとする。
3 町は、前2項の規定により提出された意見について、採否の結果及びその理由を付
して公表しなければならない。

(計画進行状況の公表)
第39条 町は、総合計画の進行状況について、年に一度公表しなければならない。
第9章 財政
(総則)
第40条 町長は、予算の編成及び執行に当たっては、総合計画を踏まえて行わなければな
らない。
(予算編成)
第41条 町長は、予算の編成に当たっては、編成過程の透明性に留意し、予算に関する説

明書の内容の充実を図るとともに、町民が予算を具体的に把握できるよう十分な情報の提供
に努めなければならない。
2 前項の規定による情報の提供は、町の財政事情、予算の編成過程が明らかになるよう分
かりやすい方法によるものとする。
(予算執行)
第42条 町長は、町の仕事の予定及び進行状況が明らかになるよう、予算の執行計画を定
めるものとする。
(決算)
第43条 町長は、決算にかかわる町の主要な仕事の成果を説明する書類その他決算に関す

る書類を作成しようとするときは、これらの書類が仕事の評価に役立つものとなるよう配慮し
なければならない。
(財産管理)
第44条 町長は、町の財産の保有状況を明らかにし、財産の適正な管理及び効率的な運用
を図るため、財産の管理計画を定めるものとする。
2 前項の管理計画は、財産の資産としての価値、取得の経過、処分又は取得の予定、用途、
管理の状況その他前項の目的を達成するため必要な事項が明らかとなるように定めなけれ
ばならない。
3 財産の取得、管理及び処分は、法令の定めによるほか、第1項の管理計画に従って進め
なければならない。
(財政状況の公表)
第45条 町長は、予算の執行状況並びに財産、地方債及び一時借入金の現在高その他財
政に関する状況(以下「財政状況」という。)の公表に当たっては、別に条例で定める事項の概
要を示すとともに、財政状況に対する見解を示さなければならない。
第10章 評価
(評価の実施)
第46条 町は、まちづくりの仕事の再編、活性化を図るため、まちづくりの評価を実施する。
(評価方法の検討)
第47条 前条の評価は、まちづくりの状況の変化に照らし、常に最もふさわしい方法で行うよ
う検討し、継続してこれを改善しなければならない。
2 町が評価を行うときは、町民参加の方法を用いるように努めなければならない。
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■ 論点のポイント

☑論点１ 「行政運営」における具体的規定をどこまで盛り込むか

☑論点２ 「情報共有」と「町民参加」を具体化するルールをどこまで盛り込むか

☑論点３ その他の具体的規定を設けるか


